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活 動

参　考
「移譲対象補助金」から除外すべき主な国庫
補助負担金 （平成１６年度予算額、単位：百万円）

１　地方財政法第１０条の４に規定する国庫委託金、税の

代替的性格を有するものなど税源移譲になじまないもの

・統計調査事務地方公共団体委託費 １２，４４５

・外国人登録事務委託費 ４，４８６

・国有資産所在市町村交付金 ３４，８９８

・国有提供施設等所在市町村助成交付金 ２４，７５０

２　国家補償的性格を有するものなど本来国で実施すべき

もの、特定地域の特別の事情により講じられているもの

・電源立地地域対策交付金 １１２，３９５

・原子力施設等防災対策等交付金 １４，８８４

・石油貯蔵施設立地対策等交付金 ６，４９６

・施設周辺整備助成補助金 ２０，１３５

・沖縄米軍基地所在市町村活性化特別事業費補助金 ８，０５０

・国宝重要文化財等保存整備費補助金、

　国宝重要文化財等保存活用施設整備費補助金、 １８，１０７

　史跡等購入費補助金

３　災害復旧のためのもの

・河川等災害復旧事業費補助 ２８，１９６

・河川激甚災害対策特別緊急事業費補助 １３，３２０

・農業用施設災害復旧事業費補助 ６，９８２

・砂防激甚災害対策特別緊急事業費補助 ５，７２０

４　社会保障関係の負担金のうち、格差なく国による統一

的な措置が望まれるものや、制度全般の見直しの中で検

討すべきもの

・生活保護費負担金 １，７３８，４４５

・児童扶養手当給付費負担金 ３０１，３１７

・療養給付費等負担金 １，９６６，４４６

・財政調整交付金 ５０２，３６１

・老人医療給付費負担金 ２，５４３，４２５

・老人保健医療費拠出金負担金 ８１５，５４８

・介護給付費等負担金 １，０９５，２６３

・介護給付費財政調整交付金 ２７２，５７５
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別
表
３  

国
に
よ
る
関
与
・
規
制
の
具
体
的
事
例

【
事
例
１
】
木
造
に
よ
る
社
会
福
祉
施

設
の
整
備

　

木
造
に
よ
る
社
会
福
祉
施
設
の
整
備
に

つ
い
て
は
、
建
築
基
準
法
に
は
適
合
し
て

も
、
厚
生
労
働
省
の
個
々
の
設
置
基
準
に

よ
り
困
難
と
な
っ
て
い
る
。
例
え
ば
、
木

造
２
階
建
て
の
特
別
養
護
老
人
ホ
ー
ム
に

つ
い
て
は
、
建
築
基
準
法
で
は
２
階
が
㎡

未
満
の
場
合
は
設
置
３
０
０
で
き
る
が
、

厚
生
労
働
省
の
基
準
で
は
木
造
は
平
屋
建

て
に
限
ら
れ
て
お
り
、
設
置
で
き
な
い
こ

と
に
な
る
。

〈
参
照
〉特
別
養
護
老
人
ホ
ー
ム
の
設
備
及

び
運
営
に
関
す
る
基
準
（
省
令
）

【
事
例
２
】幼
稚
園
、
保
育
所
の
施
設
設

置
基
準

　

幼
稚
園
と
保
育
所
で
は
、
施
設
設
置
基

準
等
が
異
な
っ
て
い
る
。
保
育
所
に
は
全

国
一
律
の
児
童
福
祉
施
設
最
低
基
準
に
よ

り
調
理
室
を
設
け
る
こ
と
が
義
務
付
け
ら

れ
て
お
り
、
調
理
室
の
設
置
費
用
お
よ
び

調
理
員
の
人
件
費
が
相
当
な
負
担
と
な

る
。
こ
の
た
め
、
例
え
ば
、
地
方
公
共
団

体
が
住
民
ニ
ー
ズ
に
沿
っ
て
既
存
の
幼
稚

園
の
空
き
教
室
等
を
利
用
し
て
保
育
所
を

設
置
す
る
こ
と
が
困
難
と
な
っ
て
い
る
。

　

ま
た
、
保
育
士
の
数
、
乳
児
室
の
面
積

な
ど
に
つ
い
て
も
、
平
成　

年
度
に
公
立

１６

保
育
所
の
運
営
費
が
一
般
財
源
化
さ
れ
た

に
も
か
か
わ
ら
ず
、
基
準
の
見
直
し
が
な

さ
れ
て
い
な
い
。

〈
参
照
〉児
童
福
祉
施
設
最
低
基
準（
省
令
）

【
事
例
３
】
中
山
間
地
域
総
合
整
備
事

業
に
よ
り
整
備
し
た
活
性
化
施
設

　

中
山
間
地
域
総
合
整
備
事
業
に
よ
り
整

備
し
た
活
性
化
施
設
内
で
は
、
国
の
手
引

き
書
に
よ
り
地
域
の
特
産
物
や
農
産
物
の

Ｐ
Ｒ
等
を
目
的
と
し
た
展
示
の
傍
ら
小
規

模
の
販
売
を
行
う
こ
と
も
で
き
る
と
し
て

い
る
が
、
直
売
の
常
設
施
設
や
営
利
目
的

の
販
売
等
は
認
め
ら
れ
て
い
な
い
。

〈
参
照
〉中
山
間
地
域
総
合
整
備
事
業
に
係

る
手
引
き
書

【
事
例
４
】
国
庫
補
助
事
業
で
整
備
し

た
施
設
の
目
的
外
使
用

　

国
庫
補
助
事
業
で
整
備
し
た
施
設
を
他

の
目
的
に
使
用
す
る
場
合
、
政
令
に
よ
り

残
存
価
額
に
相
当
す
る
補
助
金
を
返
還
し

な
け
れ
ば
な
ら
な
い
た
め
、
施
設
の
一
部

を
公
共
的
な
利
用
目
的
で
あ
っ
て
も
ボ
ラ

ン
テ
ィ
ア
な
ど
の
民
間
の
団
体
に
貸
し
出

す
こ
と
が
で
き
な
い
。

〈
参
照
〉補
助
金
等
に
係
る
予
算
の
執
行
の

適
正
化
に
関
す
る
法
律
、
同
法
施
行
令

（
政
令
）

【
事
例
５
】
廃
棄
家
電
の
引
取
等
に
関

す
る
監
督
業
務

　

特
定
家
庭
用
機
器
再
商
品
化
法
に
よ
り

廃
棄
家
電
の
引
取
等
に
関
す
る
監
督
業
務

は
、
国
の
直
接
執
行
事
務
と
さ
れ
て
い
る

が
、
国
の
監
視
が
行
き
届
き
に
く
く
、
廃

棄
家
電
が
不
法
投
棄
さ
れ
た
場
合
は
地
方

公
共
団
体
が
処
理
せ
ざ
る
を
得
な
い
。
し

か
し
、
同
法
上
、
地
方
公
共
団
体
は
小
売

業
者
等
へ
の
報
告
徴
収
や
立
入
検
査
を
行

う
権
限
を
有
し
て
お
ら
ず
、
適
切
な
対
応

が
で
き
な
い
。

〈
参
照
〉
特
定
家
庭
用
機
器
再
商
品
化
法

【
事
例
６
】
福
祉
の
ま
ち
づ
く
り
で
の

総
合
行
政

　

地
方
が
主
体
的
・
先
導
的
に
取
り
組
ん

で
き
た
福
祉
の
ま
ち
づ
く
り
の
分
野
に
、

事
後
に
交
通
バ
リ
ア
フ
リ
ー
法
に
よ
り
公

共
交
通
機
関
の
旅
客
施
設
や
車
両
等
に
関

す
る
構
造
・
設
備
基
準
を
設
け
、
審
査
や

改
善
命
令
を
国
の
直
接
執
行
事
務
と
し
た

た
め
、
地
方
公
共
団
体
が
福
祉
の
ま
ち
づ

く
り
で
の
総
合
行
政
を
実
施
し
づ
ら
く

な
っ
て
い
る
。

〈
参
照
〉
交
通
バ
リ
ア
フ
リ
ー
法
、
福
祉
の

ま
ち
づ
く
り
条
例
（
一
般
的
な
例
）

【
事
例
７
】
個
別
的
労
使
紛
争

　

都
道
府
県
は
、
個
別
的
労
使
紛
争
に
つ

い
て
従
来
か
ら
労
働
相
談
等
を
実
施
し
て

お
り
、
利
用
者
の
側
か
ら
す
れ
ば
、
従
来

か
ら
の
ノ
ウ
ハ
ウ
を
有
し
、
地
方
の
実
情

や
特
性
を
踏
ま
え
た
解
決
が
期
待
で
き
る

都
道
府
県
が
個
別
的
労
使
紛
争
の
解
決
を

担
当
す
る
こ
と
が
望
ま
し
い
。

　

し
か
し
、
国
は
、
法
律
に
よ
り
個
別
労

働
関
係
紛
争
の
解
決
を
国
の
直
轄
事
務
と

し
、
地
方
公
共
団
体
と
の
競
合
関
係
を
生

じ
さ
せ
て
い
る
。
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〈
参
照
〉個
別
労
働
関
係
紛
争
の
解
決
の
促

進
に
関
す
る
法
律

【
事
例
８
】
持
続
性
の
高
い
農
業
生
産

方
式
の
導
入

　

持
続
性
の
高
い
農
業
生
産
方
式
の
導
入

の
促
進
に
関
す
る
法
律
で
は
、
都
道
府
県

が
導
入
指
針
を
定
め
、
農
業
者
が
策
定
す

る
導
入
計
画
を
認
定
し
、
導
入
に
係
る
金

融
・
税
制
上
の
支
援
措
置
を
講
ず
る
こ
と

と
し
て
い
る
。
し
か
し
、
農
業
生
産
方
式

の
内
容
が
法
律
及
び
省
令
で
詳
細
に
規
定

さ
れ
て
い
る
た
め
、
事
務
を
執
行
す
る
都

道
府
県
に
お
い
て
、
区
域
の
特
性
に
応
じ

た
解
釈
・
運
用
を
行
う
余
地
が
な
い
。

〈
参
照
〉持
続
性
の
高
い
農
業
生
産
方
式
の

導
入
の
促
進
に
関
す
る
法
律

【
事
例
９
】
海
岸
保
全
施
設
の
整
備

　

海
岸
保
全
施
設
の
整
備
は
、国
土
交
通

省
河
川
局
、同
省
港
湾
局
、農
林
水
産
省
農

村
振
興
局
、同
省
水
産
庁
と
そ
れ
ぞ
れ
所

管
す
る
省
庁
が
異
な
る
た
め
、同
じ
地
区

で
あ
っ
て
も
整
備
完
了
時
期
に
差
が
生
じ
、

一
体
的
に
整
備
す
る
こ
と
が
で
き
な
い
。

〈
各
補
助
事
業
実
施
要
綱
〉

【
事
例　

】
商
工
会
議
所
の
定
款
変
更

１０

　

商
工
会
議
所
の
定
款
（
役
員
お
よ
び
部

会
部
分
）
を
変
更
す
る
場
合
、
商
工
会
議

所
法
施
行
規
則
に
よ
り
定
款
に
関
し
て
は

国
と
県
に
権
限
が
分
か
れ
て
い
る
た
め
、

国
と
県
そ
れ
ぞ
れ
に
同
じ
定
款
変
更
の
許

可
申
請
を
行
う
必
要
が
あ
る
。

〈
参
照
〉商
工
会
議
所
法
施
行
規
則（
省
令
）

【
事
例　

】
農
地
転
用

１１

　

農
地
の
転
用
に
あ
た
っ
て
は
、
２　

超
ha

４　

以
下
は
国
へ
の
協
議
、
４　

超
は
国

ha

ha

の
許
可
が
必
要
と
な
っ
て
お
り
、
協
議
へ

の
回
答
や
許
可
ま
で
相
当
の
労
力
と
時
間

を
要
し
て
い
る
。

　

農
地
転
用
の
許
可
事
務
は
、
す
で
に
全

国
統
一
的
な
基
準
に
よ
っ
て
行
わ
れ
て
お

り
、
特
段
国
の
関
与
の
必
要
性
は
低
い
。

〈
参
照
〉
農
地
法

【
事
例　

】
国
定
公
園
内
の
新
た
な
遊

１２

歩
道
整
備

　

国
定
公
園
内
に
新
た
な
遊
歩
道
を
整
備

し
よ
う
と
し
て
も
、
国
の
要
領
で
国
定
公

園
計
画
の
見
直
し
は
５
か
年
ご
と
し
か
行

わ
ず
、
こ
の
間
は
原
則
と
し
て
計
画
変
更

を
行
わ
な
い
こ
と
と
さ
れ
て
い
る
た
め
、

見
直
し
ま
で
の
数
年
間
は
整
備
す
る
こ
と

が
で
き
な
い
。

〈
参
照
〉
国
立
公
園
計
画
の
再
検
討
要
領

（
※
準
用
通
知
）

【
事
例　

】
新
住
宅
市
街
地
開
発
法
に

１３

基
づ
き
造
成
し
た
宅
地
の
処
分

　

新
住
宅
市
街
地
開
発
法
に
基
づ
き
造
成

し
た
宅
地
を
処
分
す
る
際
は
、
事
前
に
、

価
格
、
処
分
方
法
等
を
定
め
た
処
分
計
画

を
作
成
し
て
、
国
土
交
通
大
臣
に
協
議

し
、
そ
の
同
意
を
得
る
こ
と
が
必
要
と
さ

れ
て
お
り
、
事
前
協
議
に
時
間
が
か
か
る

た
め
、
迅
速
に
処
分
を
進
め
る
こ
と
が
で

き
な
い
。

〈
参
照
〉
新
住
宅
市
街
地
開
発
法

【
事
例　

】
土
地
利
用
計
画

１４

　

土
地
利
用
計
画
上
、
企
業
向
け
の
処
分

用
地
が
「
特
定
業
務
施
設
用
地
（
＝
事
業

所
等
」）
と
「
公
益
的
施
設
用
地
（
＝
学

校
、
購
買
施
設
等
）」
に
細
分
化
さ
れ
て
い

る
た
め
、
進
出
希
望
企
業
か
ら
、
用
途
区

域
を
ま
た
が
る
よ
う
な
大
型
商
業
施
設
の

立
地
意
向
が
あ
っ
た
場
合
、
立
地
予
定
地

の
土
地
利
用
計
画
を
一
部
変
更
（
特
定
業

務
施
設
用
地
→
公
益
的
施
設
用
地
）
す
る

必
要
が
あ
り
、
迅
速
な
誘
致
交
渉
を
進
め

る
こ
と
が
で
き
な
い
。

〈
参
照
〉
新
住
宅
市
街
地
開
発
法

【
事
例　

】
小
規
模
宅
地
処
分

１５

　

民
間
事
業
者
か
ら
、
府
県
の
宅
地
を
購

入
し
て
住
宅
を
建
設
し
、
住
宅
付
き
宅
地

と
し
て
住
宅
需
要
者
に
販
売
し
た
い
と
い

う
希
望
が
あ
っ
て
も
、
新
住
宅
市
街
地
開

発
法
施
行
令
で
は
、「
全
体
住
区
面
積
の

１
／
３
以
内
」
で
、
か
つ
「
一
団
の
宅
地

と
し
て　

戸
以
上
」
で
な
け
れ
ば
、
民
間

２５

事
業
者
へ
の
い
わ
ゆ
る
「
卸
売
り
」
は
認

め
ら
れ
て
お
ら
ず
、
小
規
模
宅
地
処
分
の

妨
げ
に
な
っ
て
い
る
。

〈
参
照
〉
新
住
宅
市
街
地
開
発
法
、
同
法
施

行
令

【
事
例　

】
松
く
い
虫
の
防
除
作
業

１６

　

松
く
い
虫
の
防
除
作
業
に
早
急
に
取
り

組
ま
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
に
も
か
か
わ
ら

ず
、
被
害
拡
大
防
止
林
の
区
域
指
定
に
関

す
る
国
の
同
意
を
得
る
た
め
に
２
カ
月
要

し
た
た
め
、
実
際
に
防
除
作
業
を
行
っ
た

の
は
３
カ
月
後
と
な
っ
た
。

〈
参
照
〉
森
林
病
害
虫
防
除
法

【
事
例　

】
認
可
保
育
所
の
入
所
要
件

１７

　

児
童
福
祉
法
に
よ
り「
保
育
に
欠
け
る
」

と
い
う
入
所
要
件
を
満
た
さ
な
け
れ
ば
、

認
可
保
育
所
に
子
供
を
入
所
さ
せ
る
こ
と

が
で
き
な
い
。「
保
育
に
欠
け
る
」
要
件

は
、
保
護
者
が
、
昼
間
労
働
す
る
こ
と
を

常
態
と
し
て
い
る
こ
と
、
同
居
の
親
族
を

常
時
介
護
し
て
い
る
こ
と
な
ど
、
児
童
福

祉
法
施
行
令
に
基
準
と
し
て
限
定
列
挙
さ

れ
て
い
る
。
こ
の
た
め
、
入
所
決
定
の
判

断
が
画
一
的
と
な
り
、
不
規
則
勤
務
や
夜

間
勤
務
の
人
な
ど
は
、
保
育
所
を
利
用
す

る
こ
と
が
難
し
く
、
ま
た
、
在
宅
で
子
育

て
中
の
家
庭
が
、
資
格
取
得
や
育
児
疲
れ

等
を
理
由
に
、
子
供
を
入
所
さ
せ
る
こ
と

が
で
き
な
い
。

〈
参
照
〉
児
童
福
祉
法
、
同
法
施
行
令

【
事
例　

】
地
方
公
共
団
体
の
各
種
基

１８

本
計
画

　

地
方
公
共
団
体
が
地
域
の
各
種
基
本
計

画
を
策
定
す
る
場
合
、
本
来
自
治
事
務
で

あ
る
に
も
か
か
わ
ら
ず
、
国
土
交
通
大
臣

等
の
協
議
、
同
意
が
必
要
と
さ
れ
て
い
る

た
め
、
地
方
公
共
団
体
の
自
主
性
、
自
立

性
が
阻
害
さ
れ
、
ま
た
、
協
議
等
に
労
力

と
時
間
を
費
や
し
て
い
る
。

〈
主
な
基
本
計
画
〉

・
土
地
利
用
基
本
計
画
・
農
業
振
興
地
域

整
備
基
本
方
針

・
下
水
道
整
備
総
合
計
画
・
都
道
府
県
立

自
然
公
園
計
画
な
ど

【
事
例　

】
職
業
能
力
開
発
校
の
設
置

１９

　

職
業
能
力
開
発
促
進
法
に
よ
り
県
は
職

業
能
力
開
発
校
を
設
置
す
る
こ
と
が
義
務

付
け
ら
れ
て
い
る
た
め
、
都
道
府
県
に
一

つ
し
か
な
い
場
合
は
、
同
じ
内
容
を
開
講

す
る
民
間
の
職
業
能
力
開
発
施
設
が
近
辺

に
い
く
つ
か
で
き
、
職
業
能
力
開
発
校
が

ほ
と
ん
ど
利
用
さ
れ
な
く
な
っ
て
も
廃
校

で
き
な
い
。

〈
参
照
〉
職
業
能
力
開
発
促
進
法

【
事
例　

】
国
か
ら
地
方
公
共
団
体
へ

２０

の
資
料
提
出
要
求

　

国
か
ら
地
方
公
共
団
体
へ
の
資
料
提
出

要
求
が
後
を
絶
た
ず
、「
助
言
・
勧
告
・

情
報
提
供
、
に
必
要
」
と
い
う
法
定
要
件

を
欠
い
た
り
、
短
期
間
で
回
答
を
求
め
た

り
す
る
た
め
、
地
方
公
共
団
体
の
過
重
な

負
担
と
な
っ
て
い
る
。

〈
参
照
〉
地
方
自
治
法
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付
記
意
見 

　

全
国
知
事
会
議
に
お
い
て
、
改
革
案
に

意
見
を
付
記
す
る
こ
と
を
決
定
し
、
こ
れ

に
従
い
提
出
さ
れ
た
意
見
は
下
記
の
と
お

り
で
あ
る
。

○
群
馬
県
知
事　

小
寺　

弘
之

・
地
方
自
治
の
現
場
に　

年
以
上
携
わ
っ

４０

た
者
と
し
て
、
地
方
が
自
立
し
、
地
方
分

権
を
確
立
さ
せ
て
、
多
種
多
様
な
日
本
と

し
て
繁
栄
さ
せ
た
い
。

・
国
が
補
助
金
に
よ
っ
て
地
方
を
手
取
り

足
取
り
指
導
・
支
配
す
る
こ
と
は
、
国
民

の
利
益
に
な
ら
な
い
。

・
国
庫
負
担
金
と
国
庫
補
助
金
は
、
地
方

財
政
法
の
定
め
が
異
な
る
。
負
担
金
は
、

国
の
義
務
負
担
で
あ
り
、
国
が
財
源
保
障

す
べ
き
も
の
で
あ
る
。
一
方
、
補
助
金

は
、
必
要
が
あ
る
と
認
め
る
時
に
限
り
交

付
す
る
こ
と
が
で
き
る
と
定
め
ら
れ
て
お

り
、
こ
れ
は
な
る
べ
く
少
な
く
し
、
一
般

財
源
化
し
て
地
域
の
実
情
に
合
わ
せ
た
も

の
に
し
て
欲
し
い
。

・
義
務
教
育
国
庫
負
担
金
は
、
国
庫
補
助

金
の
廃
止
を
優
先
さ
せ
、
そ
の
後
に
位
置

づ
け
を
さ
れ
て
よ
い
の
で
は
な
い
か
。
教

育
は
極
め
て
大
事
な
こ
と
な
の
で
、
も
う

少
し
議
論
を
深
め
る
必
要
が
あ
る
。

・
総
理
が
３
兆
円
の
税
源
移
譲
を
決
め
た

こ
と
は
画
期
的
な
こ
と
で
あ
り
、
是
非
実

現
さ
せ
た
い
と
考
え
る
。

○
栃
木
県
知
事　

福
田　

昭
夫

・
我
が
国
の
教
育
の
あ
り
方
を
時
間
を
か

け
て
慎
重
に
議
論
す
べ
き
と
の
観
点
か

ら
、
義
務
教
育
費
国
庫
負
担
金
に
つ
い
て

は
第
２
期
分
で
行
う
べ
き
で
あ
る
。

・
削
減
額
を
３
兆
円
に
積
み
上
げ
る
な
ら
、

第
１
期
で
は
義
務
教
育
費
国
庫
負
担
金
と

し
て
は
加
配
職
員
、
栄
養
職
員
、
事
務
職

員
分
ま
で
で
あ
る
。
そ
の
他
は
公
共
事
業

や
奨
励
的
補
助
金
で
対
応
し
て
は
ど
う

か
。

○
東
京
都
知
事　

石
原　

慎
太
郎

　

義
務
教
育
費
国
庫
負
担
金
の
廃
止
、
一

般
財
源
化
に
反
対
す
る
。

　

本
来
、
義
務
教
育
の
水
準
の
確
保
は
国

の
責
任
で
行
わ
れ
る
べ
き
で
あ
り
、
こ
れ

を
実
質
的
に
担
保
し
て
い
る
の
は
、
義
務

教
育
費
国
庫
負
担
金
制
度
で
あ
る
。

　

教
職
員
の
人
件
費
に
充
て
ら
れ
る
国
庫

負
担
金
を
廃
止
し
て
も
分
権
化
に
は
結
び

つ
か
ず
、
地
方
の
財
政
状
況
に
よ
っ
て

は
、
却
っ
て
教
育
水
準
の
低
下
が
危
惧
さ

れ
る
。

　

国
庫
負
担
金
に
つ
い
て
は
、
義
務
教
育

に
お
け
る
水
準
の
確
保
や
国
と
地
方
の
役

割
分
担
な
ど
本
質
的
な
議
論
を
徹
底
的
に

行
っ
た
う
え
で
、
望
ま
し
い
財
源
負
担
の

あ
り
方
を
正
面
か
ら
議
論
す
べ
き
で
あ
る
。

　

そ
も
そ
も
、
今
回
の
国
庫
補
助
負
担
金

の
廃
止
問
題
に
つ
い
て
は
、
ま
ず
始
め
に

国
か
ら
投
げ
ら
れ
た
３
兆
円
あ
り
き
で
議

論
が
行
わ
れ
て
い
る
が
、
本
来
、
国
と
地

方
の
役
割
分
担
な
ど
地
方
税
財
政
制
度
全

般
の
あ
り
方
の
見
直
し
と
一
体
で
検
討
す

べ
き
も
の
で
あ
る
。

　

な
お
、
一
般
財
源
化
に
伴
い
国
の
財
源

保
障
を
求
め
る
意
見
が
出
さ
れ
た
が
、
破

綻
の
危
機
に
瀕
し
て
い
る
交
付
税
の
現
状

か
ら
み
て
、
将
来
に
わ
た
り
確
実
な
財
源

保
障
が
維
持
で
き
る
の
か
疑
問
が
あ
る
。

○
山
梨
県
知
事　

山
本　

栄
彦

　

義
務
教
育
は
憲
法
上
の
国
民
の
権
利
義

務
に
関
わ
る
も
の
で
あ
り
、
教
育
の
機
会

均
等
と
教
育
水
準
の
維
持
向
上
を
保
障
す

る
こ
と
は
、
第
一
義
的
に
は
国
の
役
割
で

あ
り
責
務
で
あ
る
。

　

一
般
財
源
化
に
よ
る
地
域
間
格
差
を
も

た
ら
す
も
の
で
あ
っ
て
は
な
ら
な
い
。

　

財
源
論
に
終
始
す
る
こ
と
な
く
、
国
づ

く
り
の
根
幹
を
な
す
人
づ
く
り
に
つ
い

て
、
国
家
百
年
の
大
計
の
も
と
、
真
摯
に

教
育
論
を
展
開
す
べ
き
で
あ
る
。

○
長
野
県
知
事　

田
中　

康
夫

　

そ
も
そ
も
、
今
回
の
「
三
位
一
体
改
革
」

に
あ
た
っ
て
は
、
中
央
政
府
と
地
方
自
治

体
の
役
割
分
担
を
明
確
に
議
論
し
、
そ
の

合
意
に
基
づ
い
て
、
具
体
的
に
削
減
す
べ

き
国
庫
補
助
負
担
金
の
種
類
、
額
に
つ
い

て
協
議
を
進
め
る
べ
き
で
あ
る
。

　

す
な
わ
ち
、
今
回
の
国
か
ら
の
提
案
に

対
し
て
は
、
削
除
す
べ
き
３
兆
円
の
国
庫

補
助
負
担
金
の
リ
ス
ト
を
回
答
す
る
の
で

は
な
く
、「
ま
ず
、
国
の
側
が
、
省
庁
の
枠

組
み
を
超
え
、
国
民
の
た
め
に
ど
の
よ
う

な
役
割
を
果
た
し
、
財
源
を
手
当
て
し
て

い
く
の
か
示
す
べ
き
」、
と
回
答
す
る
こ

と
が
望
ま
し
い
。

　

義
務
教
育
費
国
庫
補
助
負
担
金
に
つ
い

て
い
え
ば
、
人
材
こ
そ
が
唯
一
無
二
の
資

源
で
あ
る
日
本
に
お
い
て
、
基
礎
的
な
学

力
を
全
て
の
子
ど
も
に
授
け
る
義
務
教
育

は
、
そ
の
実
施
主
体
を
問
わ
ず
、
国
家
が

責
任
を
持
っ
て
財
源
保
障
す
べ
き
も
の
で

あ
る
。

　

こ
れ
ま
で
一
部
の
自
治
体
が
、
学
校
図

書
費
や
公
立
保
育
園
の
運
営
費
の
一
般
財

源
化
に
と
も
な
い
、
こ
れ
ら
費
用
を
他
の

費
用
へ
と
充
当
し
、
図
書
の
不
足
や
保
育

の
低
下
が
生
じ
て
い
る
現
状
を
鑑
み
れ

ば
、
義
務
教
育
費
を
一
般
財
源
化
す
る
こ

と
に
よ
り
、
財
政
力
の
あ
る
自
治
体
と
そ

う
で
な
い
自
治
体
の
間
で
、
受
け
ら
れ
る
義

務
教
育
に
大
き
な
格
差
が
生
じ
か
ね
な
い
。

　

し
た
が
っ
て
、
国
、
地
方
共
に
財
政
が

破
綻
状
況
に
あ
る
中
、
義
務
教
育
費
に
つ

い
て
は
、
教
育
目
的
の
別
枠
の
財
源
を
国

に
お
い
て
設
け
、
ナ
シ
ョ
ナ
ル
ミ
ニ
マ
ム

と
し
て
の
教
育
水
準
を
確
保
す
る
べ
き
で

あ
る
。

○
三
重
県
知
事　

野
呂　

昭
彦

　

義
務
教
育
制
度
は
、
国
の
将
来
の
発
展

を
支
え
る
も
の
で
あ
り
、
そ
の
基
本
的
部

分
に
お
い
て
全
国
で
格
差
が
生
じ
な
い
よ

う
、
財
政
負
担
の
根
幹
に
つ
い
て
は
国
が

確
実
に
責
任
を
果
た
し
て
い
く
こ
と
が
重

要
で
あ
る
。
ま
た
、
地
方
の
自
由
度
、
裁

量
を
よ
り
高
め
る
こ
と
に
つ
い
て
は
、
総

額
裁
量
制
は
も
と
よ
り
、
義
務
教
育
に
係

る
諸
制
度
を
よ
り
柔
軟
な
も
の
と
す
る
こ

と
に
よ
っ
て
対
応
す
べ
き
で
あ
る
。

　

こ
の
た
め
、
義
務
教
育
国
庫
負
担
金
に

つ
い
て
は
、
本
来
、
国
庫
補
助
負
担
金
廃

止
の
対
象
と
す
べ
き
も
の
で
は
な
い
と
考

え
る
が
、
少
な
く
と
も
今
回
の
見
直
し
対

象
か
ら
外
し
て
、
先
ず
、
義
務
教
育
の
あ

り
方
、
国
と
地
方
の
役
割
分
担
な
ど
に
つ

い
て
、
教
育
的
見
地
か
ら
議
論
を
深
め
て

い
く
べ
き
で
あ
る
。

○
滋
賀
県
知
事　

國
松　

善
次

　

義
務
教
育
に
つ
い
て
は
、
全
国
的
に
一

定
水
準
が
確
保
さ
れ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い

こ
と
や
、
今
日
さ
ま
ざ
ま
な
課
題
を
抱
え

て
い
る
こ
と
か
ら
、
単
に
税
源
移
譲
の
視

点
か
ら
だ
け
で
な
く
、
幅
広
い
視
点
か
ら

十
分
議
論
を
尽
く
す
べ
き
で
あ
る
。
こ
の

た
め
、
義
務
教
育
費
国
庫
負
担
金
の
廃
止

に
つ
い
て
は
、
第
２
期
に
実
施
す
べ
き
も
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の
と
考
え
る
。

○
鳥
取
県
知
事　

片
山　

善
博

　

義
務
教
育
費
国
庫
負
担
金
の
削
減
に
は

反
対
。

　

国
庫
補
助
負
担
金
等
に
関
す
る
改
革
案

を
政
府
に
提
出
す
る
こ
と
に
つ
い
て
は
賛

成
で
あ
る
が
、
税
源
移
譲
額
が
３
兆
円
に

達
し
な
い
の
で
あ
れ
ば
、
義
務
教
育
費
国

庫
負
担
金
に
つ
い
て
は
補
助
金
削
減
リ
ス

ト
か
ら
外
す
べ
き
で
あ
る
。

○
広
島
県
知
事　

藤
田　

雄
山

　

義
務
教
育
制
度
の
根
幹
を
維
持
す
る
た

め
の
税
財
源
措
置
は
国
の
責
務
と
し
て
確

保
す
べ
き
で
あ
り
、
平
成　

年
度
に
お
い
て

１６

国
と
地
方
の
信
頼
関
係
を
損
な
わ
せ
る
よ

う
な
大
幅
削
減
が
行
わ
れ
た
地
方
交
付
税

に
よ
る
財
源
保
障
は
、
現
段
階
で
は
確
実

に
担
保
さ
れ
る
財
源
と
は
考
え
ら
れ
な
い
。

　

従
っ
て
、
第
１
期
に
お
い
て
一
般
財
源

化
を
行
う
の
は
、
地
方
の
裁
量
に
よ
り
対

応
が
可
能
な
加
配
教
職
員
や
学
校
事
務
職

員
分
（
約
３
、
０
０
０
億
円
）
に
留
め
る

べ
き
で
あ
る
。

○
愛
媛
県
知
事　

加
戸　

守
行

　

国
庫
補
助
負
担
金
等
に
関
す
る
改
革

は
、
地
方
分
権
の
理
念
哲
学
の
下
に
行
う

べ
き
で
あ
る
。

　

義
務
教
育
は
、
憲
法
上
の
要
請
に
基
づ

く
国
の
責
務
で
あ
っ
て
、
全
国
一
律
の
教

育
水
準
を
国
の
責
任
で
維
持
す
る
こ
と
を

担
保
す
る
も
の
が
、
義
務
教
育
費
国
庫
負

担
金
制
度
で
あ
る
こ
と
か
ら
、
こ
の
負
担

金
は
、
移
譲
対
象
補
助
金
か
ら
は
除
外
す

べ
き
で
あ
る
。

○
佐
賀
県
知
事　

古
川　
　

康

　

本
県
は
、
義
務
教
育
国
庫
負
担
金
の
一

般
財
源
化
に
つ
い
て
、
義
務
教
育
の
「
そ

も
そ
も
論
」
と
併
せ
て
議
論
す
べ
き
も
の

で
あ
り
、
慎
重
に
検
討
す
べ
き
と
の
見
解

で
あ
り
、
こ
れ
ま
で
も
県
独
自
の
案
（
プ

ロ
ポ
ジ
シ
ョ
ン
Ⅱ
（
平
成　

年
７
月　

日

１６

１３

公
表
）
等
で
主
張
し
て
き
た
と
こ
「
」）

ろ
で
す
。

　

今
後
の
国
と
地
方
の
協
議
に
お
い
て
、

義
務
教
育
の
「
そ
も
そ
も
論
」
を
併
せ
て

議
論
す
る
こ
と
を
強
く
求
め
ま
す
。

○
長
崎
県
知
事　

金
子　

原
二
郎

　

本
県
は
義
務
教
育
費
国
庫
負
担
金
等
の

廃
止
に
つ
い
て
は
反
対
の
立
場
で
あ
り
、

事
前
の
ア
ン
ケ
ー
ト
に
お
い
て
も
こ
の
旨

回
答
し
て
い
る
が
、
最
終
的
な
改
革
案
に

つ
い
て
は
、
全
国
知
事
会
が
一
丸
と
な
っ

て
地
方
分
権
の
推
進
・「
三
位
一
体
の
改

革
」
に
取
り
組
む
と
い
う
大
局
的
・
長
期

的
な
判
断
を
重
視
す
る
立
場
か
ら
採
決
に

お
い
て
は
賛
成
と
し
た
。

○
大
分
県
知
事　

広
瀬　

勝
貞

　

以
下
の
理
由
に
よ
り
、
義
務
教
育
費
国

庫
負
担
金
を
「
廃
止
し
て
税
源
移
譲
す
べ

き
国
庫
補
助
負
担
金
リ
ス
ト
」
に
盛
り
込

む
こ
と
に
反
対
す
る
。

１　

義
務
教
育
は
、
国
民
と
し
て
の
必
要

な
基
礎
的
資
質
を
培
う
も
の
で
あ
り
、
国

は
教
育
の
全
国
的
な
ス
タ
ン
ダ
ー
ド
を
定

め
、
子
供
た
ち
が
ど
こ
に
生
ま
れ
よ
う

と
、
ど
こ
に
転
校
し
よ
う
と
、
安
心
し
て

教
育
を
受
け
る
こ
と
が
で
き
る
よ
う
に
す

る
責
任
を
有
し
て
い
る
こ
と
。

２　

こ
の
国
の
責
任
と
、
こ
れ
を
財
政
的

に
担
保
す
る
義
務
教
育
費
国
庫
負
担
金

は
、
一
体
の
も
の
と
し
て
取
り
扱
わ
れ
る

べ
き
で
あ
る
こ
と
。

３　

仮
に
、
一
般
財
源
化
さ
れ
た
場
合
、

税
源
の
偏
在
に
伴
い
、
本
県
の
よ
う
に
財

政
力
の
弱
い
団
体
に
お
い
て
は
、
国
庫
負

担
金
の
廃
止
に
見
合
う
だ
け
の
財
源
措
置

は
見
込
め
ず
、
こ
の
不
足
を
補
う
は
ず
で

あ
る
地
方
交
付
税
に
つ
い
て
も
、
交
付
税

総
額
が
抑
制
基
調
で
あ
る
中
、
確
保
さ
れ

る
か
ど
う
か
不
透
明
な
状
況
で
あ
り
、
結

果
的
に
地
域
住
民
の
負
担
を
増
加
さ
せ
る

お
そ
れ
が
あ
る
こ
と
。

４　

３
兆
円
の
税
源
移
譲
に
対
し
て
、
そ

れ
に
見
合
う
削
減
リ
ス
ト
を
そ
ろ
え
る
べ

き
と
の
議
論
が
あ
る
が
、
今
回
の
移
譲
税

源
は
所
得
税
で
あ
り
、
そ
の
分
交
付
税
原

資
が
約
１
兆
円
減
る
こ
と
と
な
り
、
ネ
ッ

ト
の
税
源
移
譲
額
は
約
２
兆
円
で
あ
る
。

し
た
が
っ
て
、
義
務
教
育
費
国
庫
負
担
金

を
削
減
リ
ス
ト
か
ら
は
ず
し
た
と
し
て

も
、
今
回
提
案
の
リ
ス
ト
と
し
て
は
十
分

見
合
う
も
の
と
い
え
る
こ
と
。

地方六団体の改革案取りまとめの経緯
５月２５日
地方財政危機突破総決起大会（７千名規
模の参加）
６月３日
「骨太方針２００４」の提示（６月４日閣議決
定）
・三位一体の改革の全体像を１６年の秋に
明らかにし、年内決定。
・税源移譲は概ね３兆円規模を目指す。
・その前提として地方公共団体に対し
て、国庫補助負担金改革の具体案を取
りまとめるよう要請し、これを踏まえ
検討する。

６月３日
「骨太方針２００４」に対し、地方６団体会長
談話を発表
６月９日
国庫補助負担金改革の具体案の取りまと
めについて内閣府から要請（内閣府より
地方６団体へ口頭要請）
６～７月
地方６団体会長、執行３団体会長で、頻
繁に会談、協議
・改革案に盛り込む内容、移譲対象補助
金の考え方について意見交換。
・「小異を捨て大同につく」との基本方
針で合意形成に取り組む。

７月１５日
全国知事会議
・改革案の作成に向けての意見交換。
・改革案の取りまとめに当たって市町村
の意向を尊重することを確認。

８月１７日
全国町村会：改革案了承
８月１８日
全国市長会、全国市議会議長会、全国町
村議会議長会：改革案了承
８月１９日
全国都道府県議会議長会：改革案了承
８月１８，１９日
全国知事会議
・改革案の提出了承
・義務教育に関しては、付記意見を付け
る。

８月１９日
地方６団体会長会議（最終合意、改革案
提出に当っての共同声明発表）
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地
方
六
団
体
は
、
６
月
４
日
の
「
基
本

方
針
２
０
０
４
」
の
閣
議
決
定
に
基
づ
く

政
府
か
ら
の
要
請
を
真
摯
に
受
け
止
め
、

我
々
の
提
示
す
る
一
定
条
件
の
受
け
入
れ

を
前
提
に
「
国
庫
補
助
負
担
金
等
に
関
す

る
改
革
案
」を
取
り
ま
と
め
た
。「
小
異
を

捨
て
大
同
に
つ
く
」と
い
う
観
点
に
立
ち
、

共
同
案
と
し
て
提
示
す
る
こ
と
が
で
き
た

こ
と
は
、「
真
の
地
方
分
権
改
革
」
を
推
進

す
る
と
い
う
我
々
の
強
い
姿
勢
を
示
す
も

の
で
あ
る
。

　

よ
っ
て
、
国
に
お
い
て
は
、
地
方
分
権

の
推
進
に
関
す
る
国
会
決
議
や
地
方
分
権

一
括
法
の
施
行
に
至
っ
た
経
緯
及
び
こ
れ

ら
が
国
民
の
総
意
に
基
づ
く
こ
と
を
改
め

て
確
認
す
る
と
と
も
に
、
こ
の
改
革
案
と

国
庫
補
助
負
担
金
等
改
革
案
提
出

に
当
た
っ
て
の
共
同
声
明

こ
れ
に
込
め
た
我
々
の
思
い
を
真
摯
に
受

け
止
め
る
べ
き
で
あ
る
。
今
後
、
誠
意
を

持
っ
て
地
方
六
団
体
と
の
協
議
を
進
め
な

が
ら
、
改
革
の
全
体
像
を
速
や
か
に
提
示

し
、
平
成　

、　

年
度
の
改
革
を
着
実
に

１７

１８

推
進
す
る
と
と
も
に
、
平
成　

年
度
以
降

１９

も
更
に
、
地
方
分
権
改
革
の
本
旨
に
か

な
っ
た
改
革
を
行
う
よ
う
、
強
く
求
め

る
。

平
成　

年
８
月　

日

１６

１９

全
国
知
事
会 

会
長　

梶
原　
　

拓

全
国
都
道
府
県
議
会
議
長
会

 

会
長　

上
田　

信
雅

全
国
市
長
会 

会
長　

山
出　
　

保

全
国
市
議
会
議
長
会

 

会
長　

片
山　
　

�

全
国
町
村
会 

会
長　

山
本　

文
男

全
国
町
村
議
会
議
長
会

 

会
長　

中
川　

圭
一

l
l
l
l
l
l
l
l
l
l
l
l
l
l
l
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今
回
の
国
庫
補
助
負
担
金
の
改
革
に
当

た
り
、
下
記
事
項
に
つ
い
て
確
認
す
る
。

記

　

公
共
事
業
等
の
国
庫
補
助
負
担
金
の
一

般
財
源
化
に
当
た
っ
て
は
、
都
道
府
県

は
、
責
任
を
持
っ
て
必
要
な
事
業
量
を
確

保
す
る
と
と
も
に
、
社
会
福
祉
施
設
整
備

事
業
を
含
め
、
市
町
村
に
新
た
な
負
担
や

負
担
増
と
な
る
こ
と
は
し
な
い
。

平
成　

年
８
月　

日

１６

２４

全
国
知
事
会　

会
長　

梶
原　
　

拓

全
国
市
長
会　

会
長　

山
出　
　

保

全
国
町
村
会　

会
長　

山
本　

文
男

三
位
一
体
改
革
に
係
る
国
庫
補
助

負
担
金
等
の
改
革
に
当
た
っ
て
の

合
意
事
項




